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Ⅰ．は じ め に
　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は，
共同して収益認識に関する包括的な会計基準の開発を行い，2014年５月に
「顧客との契約から生じる収益」（FASBにおいては Topic 606，IASBにおいて
は IFRS第15号，以下「新基準」）を公表した。両基準は，コンバージェンス
の観点から文言レベルで概ね同一の基準となっており，当該基準の適用
後，米国会計基準（US GAAP）と国際財務報告基準（IFRS）により作成さ
れる財務諸表における収益の金額は比較可能であることが期待される。
　新基準は，５ステップ・モデルに基づく包括的な収益認識基準であり，
US GAAP及び IFRSにおける現行の全ての収益認識基準を改正して，US 
GAAP上詳細に規定されている特定の業界又は特定の取引に関する詳細な
ガイダンスは全て廃止される。これらの US GAAP上の詳細なガイダンス
は現行の IFRS適用会社にも実務上参考にされていたため，IFRS適用会社
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にも何らかの影響がある可能性がある。
　新基準では，一定の要件を満たすか否かによって，収益の以下の２つの
認識パターンのいずれかに基づく。
　　A　一定期間での認識
　　B　一定時点での認識
　現行の収益認識実務を考えてみると，例えば，工事進行基準や通常のサ
ービス契約は A 一定期間で収益を認識しており，工事完成基準や通常の
商品販売契約は B 一定時点で収益を認識している。新基準の５ステッ
プ・モデルは全ての取引に適用されるため，工事契約も通常のサービス契
約も通常の商品販売契約も同一のフレームワークで会計処理される。この
点，現行基準で A の収益認識パターンが新基準で B に変更されたり，現
行基準で B の収益認識パターンが新基準で A に変更されたりすると，実
務上非常に大きな影響となる。
　本稿では，まず新基準が提唱する５ステップ・モデル及びその他のガイ
ダンスの概要を整理して，設例を使いながら US GAAP及び IFRSの現行
実務の変更につながる可能性のある規定を解説し，新基準の会計処理以外
の影響も考察の上，日本基準の動向についても紹介する。
Ⅱ．新基準の概要
　新基準の５ステップ・モデルは，「企業が権利を得ると見込んでいる金
額で財またはサービスの支配を顧客に移転した時点で（又は移転するにつれ
て）収益を認識する」という大原則に基づいており，以下のような５ステ
ップ・モデルにより収益をいつ，いくらで認識するのか決定する。
１　ステップ１：顧客との契約を識別する
　まずステップ１として，新基準の適用対象となる「契約」が存在するか
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を判定する。新基準は「契約」を強制可能な権利及び義務を生じさせる複
数の当事者間の合意であると定義し，強制力とは法的な強制力であること
を明確にしている。契約は，文書又は口頭による場合や，明示的ではなく
企業のビジネス慣行により暗示される場合もある。また，会計上，複数の
契約が結合され，顧客との単一契約として会計処理されることもある。顧
客との間に「契約」が存在するためには，① 対価の回収可能性が高い，
② 財又はサービスに対する権利及び支払条件を識別できる，③ 経済的実
質がある，④ 承認されており，当事者が自身の義務を確約している，の
４つの要件全てを満たす必要がある。したがって，当事者双方がキャンセ
ル可能な契約は，ステップ１の要件を満たさず，契約が存在しないため新
基準の５ステップ・モデルは適用されないことになる。
２　ステップ２：履行義務を識別する
　次にステップ２として，ステップ１で認められた「契約」の中にいくつ
履行義務が存在するか判定する。履行義務を識別する過程で，区別できる
（distinct）財又はサービスを提供する約束をしているか否かを判定する。
履行義務は必ずしも契約書上明示されている義務だけに限定される訳では
なく，ビジネス慣行等により顧客が合理的に期待する義務も含まれる。こ
こで「区別できる（distinct）とは，① 顧客がその財又はサービスからの便
益をそれ単独で又は顧客にとって容易に利用可能な他の資源と組み合わせ
て得ることができ，かつ ② 財又はサービスを顧客に移転するという企業
の約束が，同一契約内の他の約束と区分して識別できるという２つの要件
を満たす場合である。１番目の要件は，引き渡された財又はサービスがそ
れ単独で価値・便益をもつかという視点である。２番目の要件は，例とし
て工事契約を考えると理解しやすい。例えばビルを建設する工事契約で，
顧客にとって独立した便益のある別個の財又はサービスをいくつか識別で
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きるかもしれないが（例えば，エレベーター，窓ガラス，エアコン等），「それ
らの財またはサービスは，実際には顧客が契約したビルという完成品を造
るためのインプットに過ぎない」 1）。２番目の要件が補足しようとしている
のはこの点で，複数の財又はサービスの相互関連性が高く，契約の文脈か
らも著しく統合している場合には，これらの財又はサービスは，顧客が実
際に契約した特定の財又はサービスを生み出すために一緒に契約に盛り込
まれたものと考えて，単一の履行業務とみなす。特にこの２番目の要件を
判定する際には，契約に含まれる財又はサービスを提供する複数の約束の
間の統合の程度，関連の程度，相互依存の程度等を考慮しながら，契約の
文脈に照らして，それぞれの約束が別個に区分できるものか検討する必要
があり，判断の余地が大きいと言える。
　もし約束した財又はサービスが区別できない場合には，区別できる財又
はサービスの集合体になるまで他の約束と結合していく。場合によって
は，上記ビル建設計画のように，契約内の全ての財又はサービスが結合さ
れて単一の履行義務となることもありえる。
３　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ３では，ステップ１で識別された契約に対応する取引価格を算
定する。取引価格とは，財又はサービスの顧客への移転と交換に企業が権
利を得ることになる対価の金額であり，取引価格を算定するために，企業
は以下の４つの要因を検討する必要がある。
 •　変動対価（及び収益認識累計額の制限）
　値引き，クレジット，割引，返金，業績ボーナス（又はペナルティ）等
1）　Henry Rees・山田辰巳・鈴木理加・竹村光広（2013）「完成間近！収益認
識プロジェクトに関するインタビュー─ IASBの Henry Rees氏を迎えて─」
『会計・監査ジャーナル』第697巻第５号，25頁。
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がある場合，取引価格が変動する可能性すなわち変動対価が生じる可能
性がある。企業は，変動対価の状況に応じて，期待値又は最も可能性の
高い金額のいずれかを用いて変動対価の金額を見積る。しかし，企業
は，取引価格に含める変動対価の金額を制限しなければならない場合が
ある。この制限とは，その後の重大な戻入れ（すなわち，認識した収益累
計額の重大な下方修正）が生じない可能性が「非常に高い（Topic 606では
Probable，IFRS15では Highly probableであるが，同じレベルを意図している）」
範囲で変動対価を取引価格に含めるという意味である。逆に言うと，収
益のその後の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高くない範囲で
は，変動対価を取引価格に含めないということである。
 •　重大な金利要素
　契約に重大な金利要素が含まれる場合には，契約の取引価格を見積る
際に，企業は約束した対価の金額を調整する。この調整は，顧客が財又
はサービスの支配を獲得した時点で支払われるであろう現金販売価格を
反映した金額により収益を認識することを目的とするものである。この
調整には，企業と顧客との間での独立した金融取引に用いられるであろ
う割引率を用いる。このガイダンスは，顧客が後払いをするケースだけ
でなく前払いをするケースにも適用されることに注意が必要である。
　新基準は，契約に重大な金利要素が含まれるか否かという判定に，約
束した対価と販売価格の差額が金利以外の理由で生じたものであるかと
いう指標を検討するアプローチを採用している。また，実務上の簡便法
として，約束した財又はサービスの移転から12ヶ月以内に支払いを受け
取ると見込んでいる場合には，重大な金利要素の影響について契約の取
引価格を修正する必要はない。
 •　現金以外の対価
　現金以外の対価を顧客から受け取る場合には，その対価の公正価値で
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評価する。その対価の公正価値を合理的に見積れない場合には，約束し
た財又はサービスの見積販売価格を参照する。
 •　顧客に支払われる対価
　「顧客に支払われる対価」とは，企業が，顧客もしくは顧客から企業
の財又はサービスを購入した人に支払う又は支払いを予期している現金
金額である。また，顧客に支払われる対価には，現金だけでなく，企業
が顧客もしくはその顧客から企業の財又はサービスを購入した人に対し
て負っている債務金額に充当できるクーポンや割引券も含まれる。
　企業は，顧客に支払われる支払対価が，取引価格の減額なのか，区別
できる財又はサービスの提供に対する支払いなのか，もしくはその混合
なのか判定する。もし企業が顧客から受けた財又はサービスの公正価値
を合理的に見積れない場合には，顧客に支払われる支払対価全額を取引
価格の減額として処理する。
４　ステップ４：取引価格を配分する
　ステップ４では，約束した財又はサービスを提供する対価として権利を
得ることになる金額に相当するようにステップ３で算定された取引価格を
個々の履行義務に配分する。一般的に，取引価格はそれぞれの独立販売価
格の比で個々の履行義務に配分される。その意味で，ステップ４は，独立
販売価格の算定と取引価格の配分という２つの段階から構成される。
 •　独立販売価格の算定
　独立販売価格とは，企業が約束した財又はサービスを個別に顧客に販
売する場合の価格である。独立販売価格の一番の証拠は，当該財又はサ
ービスの同種の顧客に対する実際の独立販売における価格である。契約
上明示されている価格や定価は，当該財又はサービスの独立販売価格で
あるかもしれないが，独立販売価格と言えないケースもある。独立販売
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価格が観察可能でない場合には，企業は，調整後市場評価アプローチや
予想コストにマージンを加算するアプローチ等の適切な方法で独立販売
価格を見積り，残余法はごく限定的な状況でのみ使われる。ここで調整
後市場評価アプローチとは，財又はサービスを販売する市場を評価し当
該市場の顧客が支払ってもよいと考えるであろう価格を見積る方法で，
残余法とは，契約に含まれる他の財又はサービスの観察可能な独立販売
価格の合計を，取引価格の総額から控除する方法である。残余法の適用
が適切なのは，契約の中のある財又はサービスの独立販売価格がかなり
不確実で，その他の財又はサービスについて独立販売価格が観察可能な
ケースのみである。
　現行の US GAAP上，ソフトウェアの収益認識に関して，まだ提供さ
れていない財又はサービスについて客観的な公正価値（Vendor Specific 
Objective Evidence :  VSOE）が立証できない場合には複数の要素が含まれ
ている契約を要素ごとに分解できず，まだ提供されていない財又はサー
ビスが提供されるまで契約全体の収益認識が認められない。この点，新
基準により，独立販売価格の見積りに関する要件が実質的に緩和され，
現行の US GAAP上ソフトウェア販売に関する収益を繰り延べている企
業の収益認識は相対的に早くなると言える。
 •　取引価格の配分
　契約締結時に，一般的に取引価格は独立販売価格の比で個々の履行義
務に配分される。しかし，一定の要件を満たした場合，割引や変動対価
は契約内の全ての履行義務ではなく，１つ又は複数の履行義務にのみ配
分されることになる。契約締結後は，取引価格の変更は，いくつかの例
外的な状況を除いて，基本的に契約締結時と同じベースで既に充足され
た履行義務とまだ充足されていない履行義務に配分される。
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５　ステップ５：収益を認識する
　ステップ５では，ステップ２で認識した各履行義務を財又はサービスを
提供することにより充足したタイミング（一時点又は一定期間）で，ステッ
プ４で配分された金額に基づいて収益を認識する。ここで，財又はサービ
スは，顧客がその支配を獲得した時点で「提供された」と考えられる。
　企業は，以下の要件のいずれかを満たす場合には，支配が一定期間にわ
たり移転すると判断し，収益を一定期間にわたり認識する。
 •　顧客が，企業の履行によって提供される便益を，企業が履行するにつ
れて同時に受け取って消費するケース
　この要件に該当する例は，日常的又は反復的なサービスであり，例え
ば毎日提供される清掃サービス等が考えられる。
 •　企業の履行が，資産を創出するか又は増価させ，当該資産の創出又は
増価につれて顧客がそれを支配するケース
　この要件に該当する例は，顧客の敷地内で顧客の資産（例えばビル）
を建設することが考えられる。
 •　企業の履行が，企業が他に転用できる資産を創出せず，企業がそれま
でに完了した履行に対する支払いを受ける強制可能な権利を有している
ケース
　この要件に該当する例は，顧客だけが使用できる特殊仕様の部品の下
請製造等が考えられる。
　以上の要件を１つも満たさない場合には，企業は，財又はサービスの支
配を顧客に移転する時に一時点で認識する。支配が顧客に移転したことを
示す指標としては，① 顧客が支払いを行う義務がある，② 顧客が物理的
に商品を占有している，③ 顧客が商品の法的所有権を有している，④ 顧
客が商品の所有に伴うリスクと便益を有している，⑤ 顧客が商品を検収
した，の５つが挙げられる。なお，知的財産のライセンス契約である履行
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義務に関しては，新基準は，収益認識が一時点か一定期間かに関して別個
のガイダンスを示している（後述参照）。
　上記の一定期間に収益を認識する要件のいずれかを満たした場合には，
財又はサービスの支配の顧客への移転の程度を反映する，履行義務の充足
の進捗度を測定する単一の方法を適用して一定期間に渡り収益を認識す
る。このため，企業は，アウトプット法またはインプット法の中から最も
適切な方法を選択しなければならない。アウトプット法とは，顧客への財
又はサービスの価値の移転の程度を直接測定する方法で，生産高比例法，
引渡高比例法，マイルストーン法等が代表的な例である。インプット法と
は，履行義務充足のためのインプットの発生額を履行義務充足のために必
要となるインプット総額と比較して進捗度を測定する方法で，発生総コス
ト，人件費，機械時間等に基づくのが代表的な例である。
　注意しなければならないのは，顧客が支配する仕掛品又は製品をすでに
相当程度生産している場合には，引渡単位数や生産単位数に基づくアウト
プット法では，履行した作業の中にアウトプットの測定に含まれないもの
があるため，進捗度を忠実に描写できないことである。一方で，発生コス
トに基づくインプット法においては，必ずしも作業の進捗を意味しない，
まだ製造工程に投入されていない原料や製造上の非効率性について，進捗
度を修正することを検討しなければならない。
　以上が５ステップ・モデルの概要であるが，新基準では，この５ステッ
プ以外にも重要なガイダンスを提供しているため，その中のいくつかにつ
いて説明する。
６　契約コスト
　新基準には，契約獲得のための追加的コスト及び契約履行コストの会計
処理に関するガイダンスが含まれている。
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 •　契約獲得コスト
　契約を獲得するためのみに発生した追加的コスト（例えば，販売手数料）
は，回収できると見込まれる場合は資産化しなければならない。ただ
し，実務上の簡便法として，資産の償却期間が１年以内である場合は，
企業はそれらの契約獲得コストを発生時に費用化することが認められ
る。
 •　契約履行コスト
　契約を履行するために発生したコストが他の会計基準の適用範囲に含
まれない場合は，その履行コストが以下の要件の全てを満たす時に限
り，資産として認識しなければならない。
①　既存の契約又は特定の予想される契約に直接関連している
② 　将来において履行義務の充足に用いられる企業の資源を創出する
か，または増価させる
③　回収が見込まれる
　資産化したコストは，その資産に関連する財又はサービスの移転パター
ンと整合する方法で，予想される契約更新も考慮の上，一定期間で規則的
に償却され，減損テストの対象となる。
　以上の規定において，契約獲得コスト及び契約履行コストの資産化は容
認規定ではない点は注意が必要である。契約獲得コストと契約履行コスト
については，発生時に費用処理をしている企業も多いと思われるため，実
務上の影響は大きいように思われる。そのような企業は，新基準の適用開
始時に資産化すべき契約コストの金額を算定するため，新しいシステム，
プロセス及びコントロールを開発することが必要となる。
７　契約の変更
　契約の変更とは，契約の範囲または価格（あるいはその両方）の変更であ
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る。ステップ１での契約の識別と同様に，契約の変更は法的に強制可能で
なければならない。
　契約の変更は，① 区別できる財又はサービスを追加的に提供すること
を約束しており，かつ ② 契約金額の増加額が企業の当該財又はサービス
の独立販売価格に見合う金額とみなされる場合，原契約とは別個の契約と
して取り扱われ，その時点から別個に会計処理される。
　上記 ① と ② の要件両方が満たされない場合には，契約の変更の会計処
理は，追加された財又はサービスが，契約変更前に既に提供された財又は
サービスから区別できるものであるかどうかによる。追加された財又はサ
ービスが区別できるものであれば，契約の変更は，あたかも原契約の解約
と新しい契約の成立というように会計処理される。この場合には，契約の
変更日以前に（完全に又は部分的に）充足した履行義務には，取引価格の変
更額を配分しない。すなわち，契約の変更はその時点から新契約として将
来に向かって会計処理し，新契約に配分される対価の金額は，① 原契約
の見積取引価格のうちまだ収益として認識されていない金額と ② 契約の
変更に伴う対価の増加額又は減少額の合計額となる。一方で，追加された
財又はサービスが区別できるものでなければ，契約の変更は，原契約と結
合させ，あたかも契約の変更が最初から原契約の一部であったかのように
会計処理して契約の変更時点で累積的調整額を認識する。
８　ライセンス
　新基準は，知的財産の区別できるライセンスの収益認識に関するガイダ
ンスを含んでいる。ライセンスがその他の財又はサービスから区別できる
場合には，企業は，そのライセンスに配分される収益を一時点で又は一定
期間で認識するべきかその性質を評価する。ライセンスが，契約に含まれ
る他の約束と区別できる場合には，区別できるライセンスにより顧客に何
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が提供されるのか，及び収益をいつ認識するのかを判定するため，一般モ
デルとは別の要件を適用する。ライセンスが，契約に含まれる他の約束と
区別できない場合には，ステップ５に定められた一般モデルを適用する。
　IFRS15では，企業が知的財産への関与を継続し，知的財産に著しく影
響を与える活動を行うことにより，顧客にライセンスが供与されるベース
となる知的財産が，ライセンス期間を通じて変化する場合，当該ライセン
スは一定期間にわたり顧客に移転する（知的財産にアクセスする権利の提供）。
知的財産が変化しない場合，顧客はライセンスが供与される一時点で支配
を獲得する（知的財産を使用する権利の提供）。
　ライセンスは，以下の全てを満たす場合には，企業の知的財産にアクセ
スする権利を提供し，以下の１つでも満たさない場合には，企業の知的財
産を使用する権利を提供する。
①　顧客が権利を有する知的財産に著しく影響を与える活動を企業が行
うことを，契約上要求しているか又は顧客が合理的に期待している。
②　ライセンスによって供与される権利により，企業の活動の正又は負
の影響に顧客が直接的にさらされる。
③　それらの活動の結果，当該活動が生じるにつれて顧客に財又はサー
ビスが移転することがない。
　また，当該活動が知的財産の形態又は機能を変化させると見込まれる場
合，もしくは顧客が知的財産から便益を得る能力が実質的に当該活動から
得られるかまたは当該活動に依存している場合には，企業の活動は知的財
産に著しく影響を与えているとみなされる。
　一方，Topic 606では，まず知的財産のライセンスが機能的（functional）
知的財産か象徴的（symbolic）知的財産か分類する。この分類は，企業の
約束が知的財産の使用権の提供なのか知的財産へのアクセス権の提供なの
かという判定とほぼ同義である。ここで機能的知的財産とは，それ自体単
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独で重要な機能性をもつ知的財産であり，例えばソフトウェア，映画，ゲ
ームソフトなどが挙げられる。一方，象徴的知的財産とは，それ自体単独
で重要な機能性をもたない知的財産であり，例えばスポーツ・チームのロ
ゴなどが挙げられる。象徴的知的財産は，それ自体単独で重要な機能性を
もたず，知的財産を支援する企業の継続的な活動に依存するため，そのラ
イセンスは知的財産へのアクセス権の提供となり，収益は一定期間にわた
り認識される。一方，機能的知的財産の場合は，一般的に知的財産を支援
する企業の継続的な活動に依存しないため，そのライセンスは知的財産の
使用権の提供となり，収益は一時点で認識される。ただし，機能的知的財
産のライセンスであっても，下記の２つの要件両方を満たす場合には，そ
のライセンスは知的財産へのアクセス権の提供となり，収益は一定期間に
わたり認識される。
①　顧客が権利をもつ知的財産の機能性は，顧客に財又はサービスを移
転する訳ではない企業による活動により，ライセンス期間中に変化す
ることが予期されている。
②　顧客は契約上，または現実的にアップデートされた知的財産を使用
することを要求する。
９　返　品　権
　新基準では，企業が返品権付で財又はサービスを販売した時に，ステッ
プ３の変動対価とその制約のガイダンスに基づいて，企業が権利を得るこ
とになる対価の金額で収益を認識する。返品されると予想される財又はサ
ービスについては，払戻債務と返品資産を認識する。この点，現行実務
上，貸借対照表上は返品調整引当金を純額で負債計上しているケースが多
いと思われるため，総額表示する規定は実務の変更になる可能性が高いと
思われる。
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10　製 品 保 証
　新基準では，製品保証は，ステップ２の要件で「区別できる」と判断さ
れた場合に別個の履行義務とみなされる。顧客が製品保証なしで財又はサ
ービスを購入するオプションがある場合（すなわち，製品保証が別個に販売
されている場合）には，製品保証は区別できるサービスとみなされる。ま
た，たとえ製品保証が別個に販売されていないとしても，提供する財が合
意した仕様通りに機能することの保証を超える何らかのサービスを提供し
ている場合には，製品保証の一部は別個の履行義務とされ，ステップ４の
ガイダンスに基づき取引価格の一部を製品保証という履行義務に配分す
る。逆に，提供する財が合意した仕様通りに機能することを保証する製品
保証は，現行の実務通り，別個の履行義務とはみなされず，収益は配分さ
れず，財の収益認識時に必要な製品保証の見積費用を計上することにより
対応する。製品保証が何らかの追加的なサービスを提供するものであるか
否かは，当該製品保証が法律によって要求されるものか，製品保証期間の
長さ，企業が提供することを約束している作業の性質等を考慮して判断す
る。 
11　本人（Principal）か代理人（Agent）か
　顧客に財又はサービスを提供する際に第三者が関与する場合には，企業
はその約束の性質が特定の財又はサービスを提供することなのか（すなわ
ち本人），または第三者により提供される財又はサービスをアレンジする
ことなのか（すなわち代理人）判定する必要がある。この判定は，契約上顧
客に約束した個々の財又はサービスを識別して，企業がそれらの財又はサ
ービスに対する支配を顧客に提供前に獲得していたか否かに基づく。企業
は顧客に提供する財又はサービスの１つ１つについてこの判定を行うた
め，場合によっては，同一契約内のある財又はサービスについては本人であ
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り，他の財又はサービスについては代理人であるということもありえる。
　企業が顧客に約束した特定の財又はサービスを顧客に提供前に支配して
いる場合には，企業が本人となる。逆に，顧客に提供前に，財の支配又は
サービスへの権利を獲得していないのであれば，その企業は代理人であ
る。もし企業が本人であれば，企業が権利を得ることになる対価の金額分
は収益として総額表示する。もし企業が代理人であれば，企業が権利を得
ることになる対価である手数料相当額を純額表示する。企業の手数料は，
場合によっては第三者に支払いをした後に残る企業の取り分のこともあ
る。
　ここで「支配」とは，財又はサービスの利用を指示できる力であり，財
又はサービスの残りの便益のほとんど全てを獲得できる力である。新基準
は，顧客に提供前に特定の財又はサービスの支配を獲得しているか否かの
判定に役立つ指標を提供している。
　①　指定された財又はサービスを提供する主たる責任があること
　②　在庫リスクがあること
　③　指定された財又はサービスの価格を設定する権利があること
　契約上本人である企業が第三者（例えば，下請業者）を使って自己の履行
義務の一部又は全部を充足することがある。しかし，もしその第三者が企
業自身の履行義務を引き受け，その結果企業自身はその履行義務に拘束さ
れないという場合には，企業は本人とは言えず，したがってその履行義務
に関して収益は認識しない。
12　オプション権
　企業が顧客に財又はサービスを追加的に購入するオプション権を与えた
場合，そのオプション権が契約を締結しなければ得られない重要な権利
（Material right）に該当する場合には，そのオプション権を別個の履行義務
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として会計処理する。重要な権利に該当する追加的な財又はサービスを購
入するオプション権の独立販売価格が存在しない場合には，独立販売価格
を見積る必要がある。この見積りは，オプション権を行使した際に受けら
れる値引額に基づき，① オプション権を行使しなくても受けられる値引
額，及び ② オプションが行使される可能性を考慮して修正する。なお，
クーポン等の割引券や会員に対するポイントなどでもこのオプション権の
範囲に入ることは注意が必要である。
13　開　　　示
　新基準における開示規定の目的は，企業の顧客との契約から生じる収益
及びキャッシュ・フローの性質，金額，タイミング及び不確実性について
財務諸表利用者が理解できるために十分な情報を開示することである。主
たる開示規定は以下の通りである。
 •　収益の内訳開示
　新基準は顧客との契約から生じる収益をいくつかのカテゴリーに分類
して内訳を開示することを要求しており，そのカテゴリーは，収益及び
キャッシュ・フローの性質，金額，タイミング及び不確実性が経済的要
因によりどのような影響を受けるのかを示している必要がある。新基準
は，収益内訳開示のカテゴリーの例として，財又はサービスの種類（例
えば，主要な製品ライン別），地理的地域（例えば，国別，地域別），市場又
は顧客の種類（例えば，政府機関とそれ以外），契約の種類（例えば，固定金
額契約と変動金額契約），契約期間（例えば，短期契約と長期契約），財又は
サービスの移転のタイミング（例えば，一時点の収益認識と一定期間の収益
認識），販売チャネル（例えば，顧客への直接販売と中間業者を通じた販売）
の７つを挙げている。
　企業の収益の内訳をどのように開示するかは，当該企業における顧客
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との契約に固有の事実及び状況に応じて決まるとされ，内訳のカテゴリ
ーを決める際に，以下の全てを考慮する。
① 　財務諸表以外（例えば，決算発表，アニュアル・レポート，投資家向
けの説明資料）で表示されている開示
② 　最高経営意思決定者が事業セグメントの財務業績を評価するため
に定期的に検討している情報
③ 　他の情報のうち，① 及び ② で識別された情報の種類に類似し，
企業又は企業の財務諸表の利用者が企業の財務業績の評価又は資源
配分の決定を行うために使用するもの
　財務諸表利用者が，収益の内訳の開示と，各報告セグメントについて
開示される収益情報との間の関係を理解できるようにするための十分な
情報を開示する。
 •　契約残高の開示
　契約残高に関して，以下の全てを開示する。
① 　顧客との契約から生じた債権，契約資産及び契約負債の期首残高
及び期末残高
② 　当期に認識した収益のうち期首の契約負債残高に含まれていたも
の
③ 　当期に，過去の期間に（完全に又は部分的に）充足した履行義務か
ら認識した収益（例えば，取引価格の変動）
　履行義務の充足の時期が支払時期にどのように関連するのか，及びそ
れらの要因が契約資産及び契約負債の残高に与える影響を説明する。
　当期中の契約資産及び契約負債の残高の重大な変動を定性的及び定量
的に説明する。
 •　履行義務の開示
　顧客との契約における履行義務に関して次の情報を開示する。
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① 　企業が履行義務を充足する通常の時点（例えば，出荷時，引渡時，
サービスの提供につれて，サービスの完了時）
②　重大な支払条件
③　企業が移転を約束した財又はサービスの内容
④　返品及び返金の義務並びにその他の類似の義務
⑤　製品保証及び関連する義務の種類
　残存履行義務に関して次の情報を開示する。
① 　当期末時点で（部分的又は完全に）未充足の履行義務に配分した取
引価格の総額
② 　① で開示した金額を企業がいつ収益として認識すると見込んで
いるのかの説明。これについては，残存履行義務の残存期間に応じ
て最も適当と考えられる期間に区分し，定量的に示す方法，又は定
性的情報により示す方法のいずれかによる。
　実務上の簡便法として，次の条件のいずれかに該当する場合には，残
存履行義務についての上記 ① 及び ② の情報を開示する必要はない。
① 　当該履行義務が，当初の予想期間が１年以内の契約の一部である。
② 　企業が当該取引履行義務の充足から生じる収益をアウトプット法
における実務上の簡便法に従って認識している。
　上記残存履行義務に関する開示についての実務上の簡便法を使用して
いるかどうか説明する。また，顧客との契約の対価ではあるが，変動対
価の制限の規定等により取引価格に含まれないと判断されているものが
あるかどうか定性的に説明する。
 •　重要な判断の開示
　収益の金額及び時期の決定に重要な影響を与える判断及び当該判断の
変更について以下の開示が必要となる。
　一定期間にわたり充足する履行義務について，次の両方を開示する。
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① 　収益を認識するために使用した方法（例えば，使用したアウトプッ
ト法又はインプット法の記述及び当該方法をどのように適用しているか）
② 　その使用した方法が財又はサービスの移転を適切に表現している
理由の説明
　一時点で充足される履行義務について，約束した財又はサービスに対
する支配を顧客が獲得する時点を評価する際に行った重要な判断を開示
する。
　以下の全てについて使用した方法，インプット及び仮定に関する情報
を開示する。
① 　取引価格の算定（変動対価の見積り，対価の金利要素の影響について
の調整等）
②　変動対価の見積りが制限されるのか否かの評価
③ 　取引価格の配分（約束した財又はサービスの独立販売価格の見積り及
び契約の特定部分への値引き及び変動対価の配分（該当がある場合））
④　返品及び返金の義務並びにその他の類似の義務の測定
 •　契約獲得コストと契約履行コストの開示
　顧客との契約の獲得又は履行のために発生したコストから認識した資
産について，当該資産の主要区分別の期末残高並びに当期中に認識した
償却及び減損損失の金額を開示する。また，顧客との契約の獲得又は履
行のために発生したコストの金額を算定する際に行った判断及び各報告
期間に係る償却の方法を開示する。
Ⅲ．実務上重要となる会計論点
　新基準は，様々な業界の様々な取引に影響を与える可能性があるが，そ
の中でも具体的に現行の会計処理が変更される可能性が高いシナリオにつ
いて，設例を使いながら説明する。
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〈設例１〉 　ステップ１における契約が存在するか否かの評価（書面の契約書が
ないケース）
　メーカーである A社は，顧客 B社の発注書に基づき，当期末までに商品を
引き渡した。A社は通常 B社のクラスの顧客とは，両社の代表権をもつ人間が
サインする書面の販売契約書を締結する。この取引に関して，A社は，書面の
販売契約書を作成し，A社の代表権をもつ人間が期末前にサインをした。B社
は，A社の期末までに当該販売契約書にサインをしていないが，B社の購買部
は口頭でこの購入に合意しており，A社の次年度の最初の一週間以内にサイン
される可能性が非常に高いと述べている。
　社内法務部と相談して法律上の意見書を入手した結果，現地の法律と B社
の法域における判例に基づくと，B社はたとえ販売契約書にサインしていなく
ても，既に引き渡された商品について支払う法律上の債務があると A社は判
断した。したがって，A社は，このケースで契約は存在し，当期中の当該販売
取引に新基準の規定を適用する必要があると結論付けた。
　書面の販売契約書を締結するビジネス慣習が存在する場合，US GAAP
では極めて厳格な規定が存在し，販売契約書が発行されない限りは収益の
認識は認められないため，実務上の変更につながる可能性がある。
　新基準適用の目的で契約が存在するか否かの判定は，契約の形式（例え
ば，口頭の契約，書面の契約，黙示的な契約等）よりも，該当する法律に基づ
く権利及び義務の法的強制力に依存する。特定の法域又は特定の契約では
難しい判断が必要となり，場合によっては，異なる法域の同種の契約が異
なる判定になる可能性もある。法的拘束力に関する不確実性が非常に高い
場合には，契約当事者が当該契約を承認しており履行義務を受け入れてい
ることを示すために，書面の契約書と適格な弁護士により法的意見書が必
要になるケースもあると考えられる。
　なお，契約は強制可能な権利及び義務を発生させなければならないが，
契約の中の顧客財又はサービスを提供するという約束は，法的に強制可能
でなくても履行義務に該当する可能性がある。
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〈設例２〉 　ステップ２における明示的でない履行義務（販売以前又は販売以後
のインセンティブ提供）2）
　自動車メーカー C社は，過去に無料のメンテナンス・サービス（２年間の
オイル交換とタイヤのローテーション）を C社から購入したディーラーから
自動車を購入した最終消費者に提供している。この２年間のメンテナンス・サ
ービスについては，ディーラーとの販売契約書上明示されていないが，多くの
場合，C社自動車の広告で宣伝されている。
　したがって，このメンテナンス・サービスは，ディーラーへの自動車の販売
契約の中の別個の履行義務となる。自動車の販売から生じる収益は自動車の支
配がディーラーに移転した時点で認識され，メンテナンス・サービスから生じ
る収益は最終消費者へのメンテナンス・サービス提供に応じて認識される。
　一方で，自動車メーカー C社に無料のメンテナンス・サービスを提供する
ビジネス慣習がなく，かつ自動車の支配をディーラーに移転した後でメンテナ
ンス・サービスを期間限定の販売促進策として公表した場合には，無料のメン
テナンス・サービスは，ディーラーへの自動車の販売における別個の履行義務
には該当しないと思われる。この場合には，C社はディーラーへ自動車の支配
を移転した時点で全額の収益を認識する。その後 C社が無料のメンテナンス・
サービスを公表して義務が発生したときには，その公表時点で，流通チャンネ
ルに存在する自動車にメンテナンス・サービスを提供する見積費用を引当金計
上する。
　このような最終消費者に対するインセンティブ提供がディーラーへの自動車
販売以前なのか以後なのかを判断するのは，特に明示的でない販売促進策で企
業にそれらを提供するビジネス慣習が存在する場合，簡単ではない。企業は，
ディーラーへの自動車販売時点で，ディーラー及び最終消費者が企業による当
該無料サービス提供を合理的に期待しているか否かを判断する必要がある。
2）
　この設例は特に自動車業界に影響が大きく，現行の実務が変更する可能
性を秘めている。履行義務には，契約上明示されている財又はサービスを
2）　ASC 606-10-55-151～55-157（Example 12）及び IFRS 15. IE59-E65を参
照。
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移転する約束だけでなく，確立したビジネス慣習や宣伝しているポリシー
などから顧客が合理的に期待する黙示的な約束も含まれることに注意が必
要である。
〈設例３〉 　ステップ２において一連の区別できる財又はサービスが単一の履行
義務とされるケース
　下請製造メーカー D社は，顧客 E社の製品のために特注の電子部品1,000個
を製造することに合意した。D社は ① 当該電子部品は D社にとって代替的利
用法が存在せず，かつ ② 顧客 E社は自社の都合で契約をキャンセルする場合
には D社が完成させた電子部品及び仕掛品について合理的な利益をのせて支
払いをする契約上の義務があるため，当該電子部品は E社に（一定時点では
なく）一定期間で移転すると判断した。
　D社は既にこの部品を製造する工程を確立しており，部品の仕様は E社が
決めているため，D社におけるデザイン開発費や今後の改善効果はそれ程大き
くないと D社は見込んでいる。D社は，E社が支配する完成品と仕掛品を加
味した製造契約の完全な充足に対する進捗の程度を計算する。
　D社は，① 顧客 E社は電子部品１個で便益を享受することができ，かつ ②
電子部品同士が影響したり，修正したり，仕様を変更したりする訳ではないの
で，１個の電子部品はその他から識別可能であり，したがって，1,000個の電
子部品の１つ１つが区別できる履行義務であると判断した。
　電子部品の１つ１つが区別できるが，D社は，① 個々の電子部品は顧客 E
社に（一時点ではなく）一定期間で移転し，かつ ② D社は，E社への個々の
電子部品を提供する義務充足の進捗度を同じ方法で測定するため，D社は
1,000個の電子部品は単一の履行義務であると判断した。
　したがって，電子部品1,000個全てが適切な進捗度の測定に基づいて，一定
期間で収益認識される。この収益認識金額は，1,000個の電子部品の１つ１つ
が別個の履行義務として取り扱われる場合の収益認識金額と異なる可能性があ
る。
　この設例のポイントは，「一連の（Series of）」というガイダンスである。
契約の中には，この設例のように，実質的に同じものである一連の財又は
サービスを提供する約束もある。契約開始時に，企業は，契約上約束した
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財又はサービスを評価して，その一連の財又はサービスが単一の履行義務
であるか否かを判定する。その際に，① 当該財又はサービスが実質的に
同一であり，② 一連の区別できる財又はサービスのそれぞれが（一定時点
ではなく）一定期間に充足される履行義務であり，かつ ③ 一連の区別でき
る財又はサービスのそれぞれの充足への進捗度が同じ方法で測定される場
合には単一の履行義務として取り扱われる。
　FASBと IASBは，一連の区別できる財又はサービスのそれぞれを，そ
れらが実質的に同一であり一定の要件を満たす場合に単一の履行義務とし
て取り扱うことは，５ステップ・モデルの適用を単純化して，反復的なサ
ービス契約における履行契約を識別する際の一貫性の確保に資すると想定
していた。例えば，この「一連の財又はサービス」という概念が存在しな
いと，企業は清掃サービス契約の取引価格を１日レベル又は１時間レベル
まで配分しなければならなくなる 3）。しかし，場合によっては，この「一
連の財又はサービス」という概念を適用することにより，５ステップ・モ
デルの適用がより複雑になるケースも考えられる。例えば，航空・防衛産
業で比較的少数の商品を製造する契約で「一連の財又はサービス」に該当
するケースなどが考えられる。そのため，新基準の解釈にあたり，「一連
の財又はサービス」の規定を任意適用にすることを希望する会社も少なか
らず存在したが，FASBと IASBはそのアプローチを否定して，「一連の財
又はサービス」の要件に該当する場合にはこの規定を適用しなければなら
ないことを明確にした。
　現実にこのような下請製造契約は数多く存在し，現行 US GAAPも現行
IFRS上も，1,000個の電子部品の１つ１つを履行義務として一定時点での
3）　Henry Rees・山田辰巳・鈴木理加・竹村光広（2013）「完成間近！収益認
識プロジェクトに関するインタビュー─ IASBの Henry Rees氏を迎えて─」
『会計・監査ジャーナル』第697巻第５号，26-27頁。
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収益認識をしているのが主流であると思われるため，現行実務の変更につ
ながる可能性がある。
〈設例４〉 　ステップ３における期待値を用いた変動対価の見積り
　電機メーカー F社は，小売業者 G社に1,000台のテレビを500,000で販売する。
F社は G社に対して，この販売価格と今後６ヶ月間におけるこのテレビの最低
価格との差額を払い戻すという価格サポートを提供している。同様の契約に関
する十分な経験に基づいて，F社は今後６ヶ月に価格を引き下げる可能性を以
下のように予想している。
　　　６ヶ月以内の価格引下げ　　　　　　　　　確率
　　　　　　０　　　　　　　　　　　　　　　　70％
　　　　　　50　　　　　　　　　　　　　　　　20％
　　　　　  100　　　　　　　　　　　　　　　　10％
　全ての状況を加味した結果，F社は受け取ると期待される金額を見積る上 
で，期待値を用いる方法が最善と判断した。したがって，テレビ１台の取引価
格は，収益認識の制約を考慮前で，480となる（500×70％＋450×20％＋400×
10％）。
　このような価格サポートは変動対価の一部として取り扱われ，設例２の
無料のメンテナンス・サービスのように，契約上明示的でない販売促進策
でも顧客又は最終消費者が合理的な期待を持っている限りは加味する必要
がある点には注意が必要である。
　また，上記のような確率を加味した期待値アプローチは，多くのシナリ
オが存在する場合にのみ適切な方法であり，例えば，価格の引き下げシナ
リオが０と100の２通りしか存在しない場合には，加重平均に基づく期待
値アプローチで40や60などの実際に発生可能性がないシナリオで測定する
よりも，より発生可能性が高いことに基づいて０または100で認識するア
プローチの方が適切であると考えられる。
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〈設例５〉　ステップ４における取引価格の配分
　電話会社 H社は，携帯電話と12ヶ月の電話契約をセットにして，毎月35の
料金を請求している。H社は，携帯電話と電話契約サービスを別個の履行義務
として識別している。
　H社は，携帯電話を単独で200で販売しており，これが携帯電話の独立販売
価格の証拠となる。また，H社は携帯電話なしの12ヶ月電話契約も販売してお
り，データ量・通話量・テキスト量等が同等の電話契約では毎月25を請求して
いる。この事実に基づき，電話契約の独立販売価格は300（25×12ヶ月）と見
積もられる。
　実際の取引価格420（35×12ヶ月）は，それぞれの独立販売価格の比率で以
下のように配分される。
履行義務 独立販売価格 比率 取引価格の配分 計算
携帯電話 200 40％ 168 420×40％
電話契約 300 60％ 252 420×60％
合　計 500 420
　電話通信業界においては，高額の携帯電話に多額の値引きを提供して２
年間の携帯電話契約で対価を回収するという価格設定が珍しくない。現行
の US GAAP上，このような取引に関して，携帯電話引渡時に認識できる
金額は偶発性のない確定している金額（すなわち請求可能額）に限定され，
その時点の請求可能額がゼロであるため結果的に全ての取引価格が電話契
約に配分されている。現行の IFRS上現行の US GAAPと同様の規定は存
在しないが，IFRS適用会社の中でも US GAAPの規定を準用しているケ
ースが存在するようである 4）。新基準はこの制限がないため，電話通信業
界にとってはシステム変更も含めた大きな影響があると予想される。
4）　IFRS 15 Par. BC287-BC293を参照。
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〈設例６〉　ステップ５における未使用の材料の取り扱い5）
　2015年11月に，建設会社 I社は，顧客 Jと３階建てビルを修繕し新しいエレ
ベーターを設置する対価5,000の契約を締結した。
 •　エレベーターの設置を含む修繕サービスは単一の履行義務であり，一定期
間に渡り充足される。
 •　I社はエレベーターのデザインや製造には関与していないが，契約上の（代
理人ではなく）本人に該当する。2015年12月のエレベーター引渡時顧客 Jは
エレベーターの支配を獲得する。
 •　エレベーターの設置は2016年６月まで行われない。
 •　I社は，発生コストに基づくインプット法により履行義務の進捗度を測定
している。
　取引価格と見積工事原価は以下の通りである。
取引価格 5,000 
工事原価
　エレベーター
　その他の原価
1,500
2,500
見積工事原価総額 4,000 
　I社は，エレベーターの購入価格を進捗度の計算に含めるのは進捗度の過大
計上につながると判断した。したがって，エレベーターの購入価格を発生コス
ト及び取引価格から除外することにより進捗度を修正して，エレベーターの移
転については利益ゼロで収益を計上する。
　2015年12月31日までにその他の原価（エレベーターの購入価格以外の原価）
が500発生したとすると，I社は工事の進捗率を20％（500/2,500）と計算する。
したがって，認識する工事収益は2,200［（5,000－1,500）×20％＋1,500］，工事
原価は2,000（500＋1,500）となる。
　現行 US GAAP実務上，未使用の材料を進捗度の計算から除外するガイ
ダンスは存在するが，利益ゼロで認識する方法は示されておらず，実務上
5）　ASC 606-10-55-187～55-192（Example 19）及び IFRS 15. IE95-E100を参
照。
新収益認識基準と現行実務への影響（前川）　143
の変更につながる可能性がある。
　一方，未使用の材料に関する利益額が契約上明示されているケースも考
えられる。新基準は，この利益の認識のタイミングについて（すなわち，
収益は未使用の材料が使用された時点で認識するのか，契約のそれ以外の部分の収
益認識に従うのか，またその原価は発生コストを前提にしたインプット法適用上除
外されるのか）何もガイダンスを示していない。FASB及び IASBは，契約
全体の工事利益の一部を材料が使用される前に認識することは進捗度（ま
たそれに伴う収益）の過大計上につながると考えた。しかし，契約全体の工
事利益率と異なる利益額の見積りを要求すると複雑になり，また区別でき
ない財を実質的に別個の履行義務として取り扱うことになってしまう。
　未使用の材料に基づく発生コストベースの進捗度の修正は，基本的に工
事契約の中の財の一部（すなわち，契約全体に対して重要性をもつようなコス
トであり，企業が顧客に対して単純な調達サービスを提供しているケースのみ）に
適用されることを意図している。
〈設例７〉　契約を獲得するために発生したコスト6）
　コンサルティング会社 K社は，顧客にコンサルティング・サービスを提供
している。競争入札のプロセスを経て，K社は新しい顧客にコンサルティン
グ・サービスを提供する契約を獲得した。K社では，この契約獲得のために以
下のコストが発生した。
デューデリジェンスのための外部弁護士費用
プロポーザル提示のための旅費
営業担当社員への販売手数料とその給与税
15
25
10
総発生コスト 50
　営業担当社員への販売手数料とその給与税は，新しい契約を獲得してはじめ
て払わなければならないコストであるため，契約獲得のための追加的コストに
6）　ASC 340-40-55-2～55-4及び IFRS 15. IE189-E191を参照。
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該当する。したがって，K社は10の契約獲得コストを資産として計上する（回
収可能性の検討は別途必要）。
　逆に，外部弁護士費用及び旅費は，追加的コストではあるものの，契約を獲
得しようとするコストであり，仮に契約が獲得できなかった場合でも発生する
コストである。したがって，K社は，弁護士費用及び旅費を発生時に費用処理
する。
　契約獲得コストを資産計上する規定は，現在そのようなコストを発生時
に費用計上している企業にとって実務の変更となる。特に契約が多く，契
約条件が多岐にわたり，販売手数料の計算が複雑な企業では，この規定を
適用するのがより煩雑になる。また，現在契約獲得コストを捕捉せずに発
生時費用化している企業では，新基準適用時及び適用後継続的に資産化す
る金額の算定がより難しくなることが予想される。
　一方，現在契約獲得コストを資産化している企業は，現在の資産化の会
計方針が新基準の規定と整合しているか確認する必要がある。例えば，現
在追加的な入札コストを資産化している企業は，その金額の中に契約が獲
得できなくても発生する入札コストが含まれていないことを確認する必要
がある。
〈設例８〉　追加的な財又はサービスの提供を伴う契約の変更
　建設会社 L社は，顧客M社と1,000で道路を建設する契約を締結する。道路
建設中に，顧客M社が道路のあるセクションを広くして２車線増やすことを
要求してきた。L社とM社は，契約価格を200だけ増加させることに合意した。
　契約の変更の会計処理を考える上で，L社はまず契約の変更により区別でき
る財又はサービスが追加されたかを判定する。
　道路拡張工事が道路建設工事と区別できない場合，これらは契約の変更時点
で部分的に充足された単一の履行義務となり，進捗度は累積的調整法により修
正される。
　一方，道路拡張工事が道路建設工事と区別できる場合，L社は，追加的な対
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価である200が区別できる財の独立販売価格と見合っているかどうか判定する。
もし200が独立販売価格と整合していれば，道路拡張工事は当初の道路建設契
約とは別個に会計処理され，あたかも別個の契約のように，契約の変更時点か
ら将来にわたって収益を認識していく。もし200が独立販売価格と整合してい
なければ，道路拡張契約は当初の道路建設契約と結合され，まだ収益として認
識されていない対価が残存履行義務に配分される。収益は（契約変更の時点か
ら将来にわたって）残存履行義務が充足された時点で（または，充足される期
間にわたって）認識される。
　現行の US GAAP及び IFRSには，長期請負工事の範囲に入る契約以外
には，契約の変更についてほとんど規定がない。長期請負工事契約につい
ては，契約の変更の影響を加味して工事契約の進捗度をアップデートする
ことにより，契約の変更の影響を累積的調整アプローチで会計処理してい
るケースが一般的である。長期請負工事の範囲に入らない契約については
実務は統一されておらず，企業によっては現在の実務が変更になると思わ
れる。
Ⅳ．新基準の会計処理以外の影響
　新基準の影響は，会計処理だけではなく，企業活動のより広範囲にわた
る可能性があり，例えば以下のような影響を受ける可能性が考えられる。
 •　税務プラニング，財務制限条項の準拠，販売インセンティブ・プラン
等の変更が必要となる可能性がある
　法人税の支払時期，一部の法域における配当支払能力及び財務制限条
項の遵守状況は全て新基準の影響を受ける可能性がある。収益，費用及
び資産化したコストの認識のタイミング及び金額を修正することにより
法人税が影響を受け，タックス・プラニングの見直しが必要となる可能
性がある。企業の目標と整合させるために，従業員の賞与及びインセン
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ティブ制度を見直すことも必要となりうる。
 •　販売や契約のプロセスを再考する必要がある可能性がある
　一部の企業は，特定の収益水準を達成又は維持するために，現行の契
約条項及びビジネス慣行を再検討したいと考えるかもしれない。
 •　ITシステムのアップデートが必要である可能性がある
　企業は新基準のもとで要求される追加的なデータ（例えば，収益取引に
関する見積りに用いるデータや開示の裏づけとなるデータ等）を収集すること
が必要となる可能性がある。新基準を遡及的に適用することにより，新
たなシステムやプロセスを早期に導入し，場合によっては，移行期間に
わたって，新基準と以前の会計基準の両方に基づく記録を維持すること
が必要になる可能性がある。
 •　新しい判断と見積りが必要となる
　新基準は，収益認識の金額とタイミングに影響を与える，新たな判断
と見積りを取り入れている。判断及び見積りは毎期見直しが必要とな
り，場合によっては，変更後の期間において，見積りの変更としての財
務諸表の修正が増加する可能性がある。
 •　会計のプロセスと内部統制の再検討が必要となる
　企業は，新たな情報をそれぞれの発生源（例えば，トップ・マネジメン
ト，営業，マーケティング，事業開発等）で捉えてそれを適切に記録するた
めのプロセスが必要となる。この点は判断と見積りに関連する情報が特
に重要である。特にそのような情報が現在収集されていない場合には，
情報の網羅性及び正確性を確保するために必要な内部統制を検討するこ
とも必要となる。
 •　収益に関する詳細な開示が要求される
　新たな開示の作成には時間がかかり，また要求される情報の収集には
追加的な労力やシステム変更が必要となる可能性がある。
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 •　企業は利害関係者と対話する必要がある
　投資家及びその他の利害関係者は，新基準がビジネス全体に及ぼす影
響をその適用前に理解したいと考えている。特に関心が高い領域とし
て，財務数値への影響，実務への適用コスト，提案されているビジネス
慣行への変更案，選択する移行アプローチ及び早期適用する予定である
か否かなどが挙げられる。
Ⅴ．日本基準の動向
　日本基準においては，企業会計原則の損益計算書原則に「売上高は，実
現主義の原則に従い，商品等の販売又は役務の給付によって実現したもの
に限る。」とされているものの，収益認識に関する包括的な会計基準は開
発されていない。
　IASB及び FASBが新基準を公表したことも踏まえて，企業会計基準委
員会は2015年３月20日に開催した第308回企業会計基準委員会において，
IFRS第15号を踏まえた我が国における収益認識に関する包括的な会計基
準の開発に向けた検討に着手することを決定し，検討の所期の段階で適用
上の課題や今後の検討の進め方に対する意見を幅広く把握するため，2016
年２月４日に「収益認識に関する包括的な会計基準の開発についての意見
の募集」を公表した。この文書の中で，企業会計基準委員会は，17の論点
と適用上の課題の分析を提示の上，６つの質問に対する回答という形で意
見を集めている。コメント提出期限である2016年５月31日までに30を越え
るコメントが提出された。
　日本において IFRSや US GAAPを適用している企業のニーズも考慮の
上，企業会計基準委員会は，IFRS第15号及び Topic 606の強制適用日
（IFRS第15号においては2018年１月１日以後に開始する事業年度，Topic 606におい
ては2017年12月15日より後に開始する事業年度）に適用が可能になることを当
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面の目標として検討を進めている。
　IFRS及び US GAAPがほぼ同じ会計基準を適用する以上，国際的な比
較可能性の観点から，同じタイミングで日本基準も収益認識基準を新基準
と整合させていくのが最も望ましいと思われる。仮に現行の日本基準が変
わらないとすると，重要性のある海外子会社が IFRS又は US GAAPを適
用して親会社及び国内子会社は日本基準を適用している場合，連結財務諸
表上の収益認識は２つの異なるルールの混合体となってしまう。別のアプ
ローチとして，実務対応報告第18号「連結財務諸表における在外子会社の
会計処理に関する当面の取扱い」に基づいて，子会社レベルで IFRS又は
US GAAPにしたがって認識した収益を親会社レベルで日本基準に修正す
ることも理論的には可能な方法であるが，暖伩の償却等と異なり収益認識
は極めて広範囲にわたる会計処理であるため，現実的に親会社レベルで日
本基準に修正することは極めて困難と思われる。ただし，日本固有の取引
慣行，税法との関係性等の日本特有の事情も考えられるため，広く利害関
係者の意見を集めながら，社会的な適用コストが著しく高いと考えられる
規定に関しては一部修正することも検討する必要があると考える。また，
日本の会計実務への影響を検討しながら，積極的に IASBや FASBに対し
て日本の意見を発信していくことも重要と考える。
Ⅵ．お わ り に
　新基準は，① 特定の業界や取引に限定されない包括的な収益認識基準
であり，② US GAAPと IFRSのコンバージェンスが基本的に達成された
会計基準であるという２点により，画期的なものであると言える。現行の
US GAAPにおいては，ソフトウェア，長期請負工事，不動産等，特定の
業界のための収益認識基準の影響が大きく，これが包括的な５ステップ・
モデルに組み込まれることにより，ソフトウェア業界においては，現行の
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収益認識実務が大きく変わることが予想される。その他の業界でも，多く
の会社は現行の収益認識実務が変わらないことを望んでいるが，新基準の
フレームワークに基づいて収益認識基準の妥当性を取引ごとに網羅的に検
討していくことが必要である。本稿の様々な説例で確認したように，５ス
テップの趣旨と概念はよく理解したとしても，それを実際に様々な取引に
当てはめてみると，現行基準に基づく収益認識実務が変わるべきか判断に
迷う事例は多い。また，会計基準の当てはめ自体は明確でも見積りの要素
が非常に高いため，経理上及び監査上の対応が難しくなることも予想され
る。
　２点目に関しては，過去の会計基準で US GAAPと IFRSのコンバージ
ェンスが成功した例としては，企業結合の会計基準 7）が挙げられるが，企
業結合の会計基準と比較しても，収益認識基準はより広範囲で大きな影響
を与えると言える。一般に，US GAAPは Rule base，IFRSは Principle 
baseと称され，US GAAPはより詳細なガイダンスを提供することにより
会計基準の首尾一貫した適用を目指し 8），IFRSはあまり細かいガイダンス
を提供しないことにより取引の経済的実質を反映した会計処理を適用する
判断の余地を残しているように思われる。この差異は会計基準の哲学の違
いとも言え，収益認識基準という会計上最も重要な基準のコンバージェン
スが達成されることにより，逆に US GAAPと IFRSの哲学の違いが浮き
7）　IFRS 3 “Business Combinations” 及び ASC Topic 805 “Business Combina-
tions” を参照。
8）　新基準の適用に関連して，SECスタッフは Transition Resource Group
（TRG）の目的は比較可能性を高めることであり，SEC登録企業は US 
GAAPであれ IFRSであれ，新基準の適用に関して TRGの議論を参照する
べきであるとしている。また，詳細な議論が展開されている FASBの TRG
と比較して，IASBの TRGのアプローチに対して懸念を表明している。
Remarks before the 12th Annual Life Sciences Accounting and Reporting 
Congress, James V. Schnurr, SEC Chief Accountant, available at www.sec.gov.
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彫りになってくる可能性があるように思われる。会計基準のコンバージェ
ンスが達成されたとしても，この哲学の違いにより，同種の取引に対して
異なる会計処理が適用されるようであれば，本来の目的を達成できていな
いと言わざるをえない。そのため，株主，投資家及び財務諸表利用者にと
っては，ASC606と IFRS15との間で（コンバージェンスが達成されなかった規
定は除いて），齟齬のない首尾一貫した適用がされることが最も重要な点で
あり，財務諸表作成者及び監査人はこの達成に努力するべきである。
参 考 文 献
FASB [2014] ASC Topic 606 “Revenue from Contracts with Customers”.
IASB [2014] IFRS 15 “Revenue from Contracts with Customers”.
KPMG [2016] Issues In Depth “Revenue from Contracts with Customers”.
岩崎伸哉（2015）「基準公表後の関係動向と適用プロセス」『企業会計』第67巻第５
号，40-48頁。
岡部健介（2015）「ライセンス契約」『企業会計』第67巻第５号，64-71頁。
企業会計基準委員会『収益認識に関する包括的な会計基準の開発についての意見の
募集』2016年２月４日。
柴谷哲朗（2015）「工事契約」『企業会計』第67巻第５号，49-55頁。
下村昌子（2015）「IFRS15号の５つのステップと問題となる契約・取引類型」『企
業会計』第67巻第５号，32-39頁。
鈴木理加（2015）「返品権・ポイント付き販売契約，製品保証契約」『企業会計』第
67巻第５号，72-79頁。
辻野幸子（2015）「ソフトウェア開発・販売契約」『企業会計』第67巻第５号，
56-63頁。
Henry Rees・山田辰巳・鈴木理加・竹村光広（2013）「完成間近！収益認識プロジ
ェクトに関するインタビュー─ IASBの Henry Rees氏を迎えて─」『会計・監
査ジャーナル』第697巻第５号，21-37頁。
